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 佐賀県告示第276号 

 庁舎等の維持管理業務の委託契約に係る一般競争入札及び指名競争入札の参加者の資格及び資格審査に関する規程（平成２年佐賀県告示第

444号）の一部を次のように改正する。 

令和２年10月30日 

佐賀県知事  山  口  祥  義    

 次の表に掲げる規定の改正部分は、下線の部分である。 

改正前 改正後 

（入札参加資格審査申請書の提出） （入札参加資格審査申請書の提出） 

第２条 入札参加資格の審査を受けようとする者は、入札参加資格

審査申請書（様式第１号。以下「申請書」という｡）を、平成の偶

数年の11月１日から同月30日までの間（以下「定期受付期間」とい

う｡）に、知事に提出しなければならない。ただし、次の各号のい

ずれかに該当する者は、入札参加資格の審査を受けることができ

ない。 

第２条 入札参加資格の審査を受けようとする者は、入札参加資格

審査申請書（様式第１号。以下「申請書」という｡）を、令和２年

を初年とする同年以後の３年ごとの各年の11月１日から同月30日

までの間（以下「定期受付期間」という｡）に、知事に提出しなけ

ればならない。ただし、次の各号のいずれかに該当する者は、入札

参加資格の審査を受けることができない。 

(1)～(7) 略  (1)～(7) 略 

２ 略 ２ 略 

３ 申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。ただ

し、知事が特に認めた場合は、当該書類を省略することができる。 

３ 申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。ただ

し、知事が特に認めた場合は、当該書類を省略することができる。 

(1)～(5) 略  (1)～(5) 略 

(6) 納税証明書（審査基準日の属する年の前年の所得に係る事業

税の納付すべき額を証する書類及び県税の未納の額がないこと

を証する書類をいう｡） 

(6) 県税の未納の額がないことを証する書類並びに税務署長が

発行する納税証明書その３の２及びその３の３ 

(7) 略   (7) 略 

 (8) 法人がその支店その他の営業所（第４条第１項第２号におい

て「支店等」という｡）に入札の権限を委任する場合にあっては、

当該委任状 

（入札参加資格の審査及び審査結果の通知） （入札参加資格の審査及び審査結果の通知） 
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改正前 改正後 

第３条 知事は、前条第１項の規定により申請書が提出されたとき

は、別に定める審査要領に基づき、次に掲げる事項について審査を

行うものとする。 

第３条 知事は、前条第１項の規定により申請書が提出されたとき

は、別に定める審査要領に基づき、次に掲げる事項について審査を

行うものとする。 

(1) 経営の状況 (1) 経営の状況 

ア・イ 略 ア・イ 略 

ウ 経営比率 ウ 経営比率 

審査基準日の属する年の前年の決算に係る流動比率、自己

資本固定比率及び利益率 

審査基準日の属する年の前年の決算に係る流動比率、自己

資本比率及び利益率 

(2) 略  (2) 略 

２～４ 略 ２～４ 略 

（入札参加資格申請事項の変更等の届出） （入札参加資格申請事項の変更等の届出） 

第４条 前条第４項の規定により入札参加資格を有するものと決定

された者（次条第１項の規定により地位の承継の承認を受けた者

（以下「地位承継人」という｡）を含む。以下「入札参加資格者」

という｡）は、次の各号のいずれかに該当するときは、速やかに、

入札参加資格者申請事項変更等届出書（様式第５号。以下「変更等

届出書」という｡）により、その旨を知事に届け出なければならな

い。 

第４条 前条第４項の規定により入札参加資格を有するものと決定

された者（次条第１項の規定により地位の承継の承認を受けた者

（以下「地位承継人」という｡）を含む。以下「入札参加資格者」

という｡）は、次の各号のいずれかに該当するときは、速やかに、

入札参加資格者申請事項変更等届出書（様式第５号。以下「変更等

届出書」という｡）により、その旨を知事に届け出なければならな

い。 

(1) 略 (1) 略 

 (2) 法人が支店等に入札の権限を委任している場合にあって、当

該支店等の所在地若しくは商号、名称若しくは代表者の氏名又

は委任状の内容を変更したとき。 

 (3) 警備業法（昭和47年法律第117号）第７条第１項の規定による

認定証の有効期間の更新を受けたとき。 

(2) 略 (4) 略 

２・３ 略 ２・３ 略 
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改正前 改正後 

（入札参加資格の有効期間） （入札参加資格の有効期間） 

第６条 入札参加資格の有効期間は、定期受付期間に申請した有資

格者については第３条第１項の規定による通知の日の属する年の

４月１日からその翌々年の３月31日までとし、定期受付期間以外

の期間に申請した有資格者については第３条第１項の規定による

通知の日の属する月の翌月の１日から同日以後の最初の平成の奇

数年の３月31日までとする。ただし、地位承継人に係る入札参加資

格の有効期間は、前入札参加資格者に係る入札参加資格の有効期

間の残期間とする。 

第６条 入札参加資格の有効期間は、定期受付期間に申請した有資

格者については第３条第４項の規定による通知の日の属する年の

４月１日からその３年後の年の３月31日までとし、定期受付期間

以外の期間に申請した有資格者については第３条第４項の規定に

よる通知の日の属する月の翌月の１日からその直後の定期受付期

間の属する年度の３月31日までとする。ただし、地位承継人に係る

入札参加資格の有効期間は、前入札参加資格者に係る入札参加資

格の有効期間の残期間とする。 

様式第１号（第２条関係） 様式第１号（第２条関係） 

  略   略 

     年度において佐賀県が委託する庁舎等の維持管理業務      年度から  年度において佐賀県が委託する庁舎等の維

持管理業務 

  略   略 

  添付書類   添付書類 

   １～５ 略    １～５ 略 

   ６ 納税証明書    ６ 県税及び国税の未納の額がないことを証する書類 

   ７ 略    ７ 略 

    ８ 委任状（委任する場合のみ） 

 

 

注 氏名を自署する場合においては、押印を省略することがで

きます。 

 略 
 

 略 
 

様式第２号（第２条関係） 様式第２号（第２条関係） 

  略   略 
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改正前 改正後 

 略 

経

営

の

状

況 

 略 

営 業

年数 
 略 

営 業

比率 
流動比率 

流動負債
流動資産 ×100 

自己資

本固定

比率 
自己資本
固定資産

×100 

利益率 

本 資 総

当期利益 ×100 

千円      
千円       

×100＝ ％ 

千円      
千円       

×100＝ ％ 

千円      
千円       

×100＝ ％ 

経

営

の

規

模

自 己

資 本

額 
千円 

従 業

員数 
 略 

 略 
全 従

業 員

の 有

資 格

者数 

①電

気主

任技

術者 

②ボ

イラ

ー技

士 

③冷

凍機

械責

任者 

④危

険物

取扱

者 

⑤建築物

環境衛生

管理技術

者 

⑥消

防設

備士 

⑦電

気工

事士 

その

他の

資格

者 

計 

人 人 人 人 人 人 人 人 人 
 略 

  注 「全従業員の有資格者の数」欄は、１人で数種類の資格を有

する者の場合は、資格の種類ごとに１人として計上すること。

なお、有資格者については、当該資格を証する書類の写しを添

付すること。 

 略 

経

営

の

状

況 

 略 
営 業

年数 
 略 

 

 

経

営

の

規

模

従 業

員数 
 略 
 
 
 
 

 略 
全 従

業 員

の 有

資 格

者数 

① 電

気 主

任 技

術者 

② ボ

イ ラ

ー 技

士 

③ 冷

凍 機

械 責

任者 

④ 危

険 物

取 扱

者 

⑤建築物

環境衛生

管理技術

者 

⑥ 消

防 設

備士 

⑦ 電

気 工

事士 計 

人 人 人 人 人 人 人 人 
 略 

  注 １ 「全従業員の有資格者の数」欄は、１人で数種類の資格

を有する者の場合は、資格の種類ごとに１人として計上

してください。 

   なお、有資格者については、当該資格を証する書類の写
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改正前 改正後 

 

 

しを添付してください。 

    ２ その他別に定める上記内容を確認することができる書

類を添付してください。 

３ 氏名を自署する場合においては、押印を省略すること

ができます。 

様式第３号（第２条関係） 

  略 

〔法人、団体にあっては、事務所所在地〕 

住所                          

 

 

〔法人、団体にあっては、法人・団体名、代表者名〕 

（ふりがな）                  

氏名                        ㊞ 

生年月日 （明治・大正・昭和・平成）  年  月  日 

様式第３号（第２条関係） 

  略 

〔法人、団体にあっては、事務所所在地〕 

住所                          

（ふりがな） 

商号又は名称                      

〔法人、団体にあっては、代表者名〕       

（ふりがな）                      

氏名                        ㊞ 

生年月日    年  月  日 

 

注 氏名を自署する場合においては、押印を省略することがで

きます。 
様式第５号（第４条関係） 様式第５号（第４条関係） 

  略   略 

記号 届出事項 添付書類 変更（休止・廃

止）年月日 

 略 

  
氏名（法人にあ

っては、代表者

氏名）の変更 

登記事項証明書・使用

印鑑届 
身元証明書等・誓約書

 

記号 届出事項 添付書類 変更（休止・廃

止）年月日 

 略 

  
氏名（法人にあ

っては、代表者

氏名）の変更 

登記事項証明書・使用

印鑑届（使用印鑑が変

わる場合）・身元証明
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改正前 改正後 

等 
 

   
 

 

   
 
 
 

 

  休止     
 略 

 

書等（個人の場合）・

誓約書等 
 代理人に関す

る事項の変更 
委任状  

 警備業の認定

証の更新 
更新後の認定証の写

し・公安委員会への届

出書の写し（県外業者

の場合） 

 

  休止     
 略 

 

  注 届出事項のうち該当するものの記号欄に〇印を付けてくだ

さい。 
注 １ 届出事項のうち該当するものの記号欄に〇印を付けて

ください。 

   ２ 申請の際、自署により押印を省略している場合にあっ

ては、使用印鑑届の添付は不要です。 

 ３ 氏名を自署する場合においては、押印を省略すること

ができます。 
  略   略 

 略 
 

 略 
 

 略 
 

 略 
 

様式第６号（第５条関係） 様式第６号（第５条関係） 
  略   略 

   （添付書類）    （添付書類） 

    (1)～(6) 略 (1)～(6) 略 

 

 

注 氏名を自署する場合においては、押印を省略することがで

きます。 
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改正前 改正後 

 略 
 

 略 
 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示による改正後の庁舎等の維持管理業務の委託契約に係る一般競争入札及び指名競争入札の参加者の資格及び資格審査に関する規

程の規定は、この告示の施行の日以後に行われる入札参加資格の申請等について適用し、同日前に行われた入札参加資格の申請等について

は、なお従前の例による。 


